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P34内部統制システム・コンプライアンス態勢

内部統制システム
　当行では、会社法および会社法施行規則に基づき、「内部統制システム構築に
関する基本方針」を取締役会において決議し、下表のとおり、業務の適正を
確保する体制の整備に努めています。

当行グループは、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を企業経営の要諦と位置づけ、当行グループの業務の適正を確保
するための体制（内部統制システム）を次のとおり構築しています。また、変化する経営環境に適切に対応する
ため、適宜必要に応じて体制の見直しを行います。

基本方針

1.当行及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに当行及び
　子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

◦当行グループ企業は、コンプライアンス体制の整備、並びに規程類の制定、使用人の教育訓練を行い、グループ全体とし
てのコンプライアンス体制を構築しています。
◦当行の経営管理部はコンプライアンス統轄部署として、グループ企業のコンプライアンス体制の整備、規程類の制定、使
用人の教育や訓練に、必要に応じ助言や指導を行います。
◦当行の総合企画部及び所管部は各グループ企業における日常のコンプライアンス実施状況を把握し、必要に応じ助言や
指導を行います。
◦また、当行グループでは全ての役職員が利用できる「内部通報制度（コンプライアンスヘルプライン）」を整備しています。

2.当行の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

◦当行は取締役会、常務会、その他重要な諸会議の議事録やその他の経営上の重要な文書・情報の保存及び管理方法を「事
務取扱要領」で定め、適切に管理しています。

3.当行及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

◦当行は基本規程である「リスク管理規程」を定め、これに基づいて主要なリスク毎に具体的な管理体制を構築するととも
に、リスク管理の統轄部署を経営管理部と定め、統合的リスク管理を行っています。リスク管理に関する重要事項について
は取締役会に付議・報告する体制としています。
◦当行グループのリスク管理に関しては、当行の総合企画部がリスク管理規程に基づき、各リスク所管部と連携し、その保有
するリスクに応じて適切に管理を行っています。
◦当行の総合企画部はグループ企業からの報告、もしくは銀行のモニタリング等の結果に基づき、リスクの状況を適切に把
握し、それが銀行の経営に重要な影響を与えると判断した場合は常務会及び必要に応じて取締役会に報告を行う体制を
整備しています。

業務の適正を確保するための体制



4.当行及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

◦当行グループ企業では、取締役の職務執行を効率的に行うため、「取締役会規程」で取締役会での決議事項を明確に定め
ています。また、当行では取締役会の決定する事項の細目及び日常的な行務の決定を役付取締役で構成される常務会に
委任しています。
◦役付取締役については、担当業務を定めることで職務分担を行い、効率化を図っています。    
◦長期経営計画において連結での経営指標を掲げ、グループとしての効率化に努めています。

5.子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当行への報告体制その他の当行及び子会社から成る
　企業集団における業務の適正を確保するための体制

◦当行は当行グループにおける業務の適正を確保するため、当行グループを一体と考え、グループ全体が同等の水準で法
令遵守やリスク管理等の内部管理体制を構築しています。
◦当行グループは「関連会社管理・運営規程」を定め、コンプライアンス、顧客保護、リスク管理等について、グループ横断的
に統一された管理体制の構築を目指しています。
◦各グループ企業の代表取締役は全部課店長会やＣＳＲ委員会等の重要な会議に出席しています。
◦当行の監査役及び監査部はグループ企業に対しても定期的に業務監査を行っています。
◦各グループ企業に対し、四半期ごとの財務・業績の概況ならびに決算状況の他、当行が求めた場合には一定の事項を報告
することを義務付けています。

6.当行の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、
　当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に
　関する事項

◦当行は監査役の職務を補助する業務執行取締役から独立した使用人を常設し、監査役の職務を遂行するために十分な体
制を構築します。
◦監査役の職務を補助すべき使用人の処遇については、監査役会と協議して行うものとしています。
◦監査役を補助する使用人は、監査役の指示に従い業務を遂行する方針を定めています。

8.当行監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる
　費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

◦ 監査役がその職務の執行について会社法第388条に基づき費用の前払いの請求等をしたときは、その職務に必要でない
と認める場合を除き、速やかに支払う方針を定めています。

7.当行の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人(これらから報告を受けた者を含む)が
　当行監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、及びその他監査役の監査が実効
　的に行われることを確保するための体制、当該報告をした者が報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けない
　ことを確保するための体制

◦当行の監査役はグループ企業の経営状態を十分に把握し、監査役としての業務執行の実効性を確保するため、各企業の
主要な会議にも出席しています。
◦また、当行監査役は当行代表取締役と定期的な意見交換会を開催しています。
◦各グループ企業で作成する稟議書やその他の重要な報告は当行監査役にも回付するなど、監査役に報告するための体制
を整備しています。
◦全てのグループ企業職員が利用できる内部通報制度(コンプライアンスヘルプライン)を整備しており、通報内容は当行監
査役に報告されます。なお、通報したことを理由に不利益扱いを行うことは禁止されています。



個人情報保護の取り組み

　滋賀銀行は、お客さま、地域社会との「共存共栄」の追求を経営理念とし、お客さまの多様なニーズにお応え
するため商品、サービス、情報の迅速、的確な提供に努めております。
　その際、お客さまに関します「個人情報」の適切かつ厳格な取り扱い（取得・利用・保存）が何より重要であると
考えます。
　このような認識に立って当行は以下の事項を厳守し、以ってお客さまの「個人情報」保護に万全を期すことを
ここに宣言いたします。

1.お客さまに関する個人情報の取り扱いにあたっては、利用目的を明確にし、その利用目的の範囲内で使用い
たします。お客さまの同意、法令に定めがある場合を除いて利用目的の達成に必要な範囲を超えて利用いた
しません。

2.お客さまに関する個人情報を適切に取り扱うために個人情報の取扱規程を制定するとともに、社員教育、内部
管理態勢などを整備強化し、実践してまいります。

3.お客さまに関する個人情報への不正アクセス、紛失、破壊、改ざん及び漏洩などを防止するため、適切かつ合
理的な方法で事務およびシステムの安全対策を実施してまいります。

4.当行が利用目的の達成に必要な範囲内において個人情報の取り扱いを外部に委託する場合には、その保護
が十分に図られていることを確認した上で、個人情報の保護に関する契約を締結し、必要に応じて監査を実施
するなどの適切な措置を講じます。

5.法令に定めがある場合を除き、個人情報を事前にお客さまの同意を得ることなく第三者へ提供いたしません。

6.個人情報について、お客さまご本人からのお問合せや確認・訂正・ダイレクトセールスの停止などのお申し
出があった場合は遅滞なく対応いたします。

7.個人情報の取扱管理責任者を置き、保有する個人情報に関して適用される法令およびその他の規範の遵守に
努めるとともに、上記各項における取り組みおよび保護活動を維持、改善してまいります。

株式会社滋賀銀行

個人情報保護方針



反社会的勢力排除の取り組み

滋賀銀行　反社会的勢力排除規定

1.（反社会的勢力との取引拒絶）

当行との各種預金取引、その他当行が提供する各種商品、サービス等（以下、これらを総称して「取引」といい、取引に係る契
約、約款及び規定を「原契約」といいます。）は、お客さま、お客さまの代理人、お客さまが法人・団体の場合にはその役員等
が、次条各号のいずれにも該当しない場合に利用することができ、次条各号の一にでも該当する場合には、当行は取引をお
断りするものとします。

2.（取引の停止、解約）

お客さま、お客さまの代理人、お客さまが法人・団体の場合にはその役員等が、次の各号の一にでも該当すると当行が判断
し、お客さまと取引を継続することが不適切である場合には、当行はお客さまに通知することなく取引の全部または一部を
停止し、またはお客さまに通知することにより原契約の全部または一部を解約することができるものとします。
なお、この解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。また、この解約により当行に損害が生じたときは、
その損害額を支払ってください。

3.（原契約との関係）

本規定に定める事項は、原契約に共通的に適用されるものとし、原契約に本規定と抵触する部分が存する場合は、抵触する
部分につき本規定が優先的に適用されるものとし、本規定と抵触しない原契約の各条項の定めについては、これに従うもの
とします。

 以　上

(1)取引の申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合

(2)暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社
会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該当
し、または次のいずれかに該当することが判明した場合

A．暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
B．暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
C．自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴
力団員等を利用していると認められる関係を有すること

D．暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
E．役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること

(3)自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当する行為をした場合

A．暴力的な要求行為
B．法的な責任を超えた不当な要求行為
C．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
D．風説を流布し、偽計を用いてまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為
E．その他上記ＡからＤに準ずる行為


